
























































































































































































































































































































 45 

１）前面

２）背面

図２．３．２－８ μ＝ の場合 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 46 

図２．３．２－９ μ＝ の場合 全体変位（単位＝ｍｍ）

（変形後表示；変形倍率： 倍）
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 47 

１）上部

２）下部

図２．３．２－１０ μ＝ の場合 全体変位（単位＝ｍｍ）：局部出力

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 48 

摩擦係数μ＝ の場合

解析結果，最大・最小主応力分布を図 ～ に示す。変位分布を図 ～

に示す。

プラグの応力状態については，最大主応力（プラスの値）の最大値，また最小主応力（マイナ

スの値）の最大値はプラグの最も薄い中央断面で生じ，それぞれ ， であった

（図 ， 参照）。
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 49 

１）前面

２）背面

図２．３．３－１ μ＝ の場合 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：全体

（変形後表示；変形倍率： 倍）
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 50 

１）前面

２）背面

図２．３．３－２ μ＝ の場合 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：局部

（変形後表示；変形倍率： 倍）
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 51 

１）前面

２）背面

図２．３．３－３ μ＝ の場合 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：プラグ

（変形後表示；変形倍率： 倍）

4.049MPa 
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 52 

１）前面

２）背面

図２．３．３－４ μ＝ の場合 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 53 

１）前面

２）背面

図２．３．３－５ μ＝ の場合 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：全体

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 54 

１）前面

２）背面

図２．３．３－６ μ＝ の場合 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：局部

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 55 

１）前面

２）背面

図２．３．３－７ μ＝ の場合 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：プラグ

（変形後表示；変形倍率： 倍） 

-9.037MPa 
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 56 

１）前面

２）背面

図２．３．３－８ μ＝ の場合 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 57 

図２．３．３－９ μ＝ の場合 全体変位（単位＝ｍｍ）

（変形後表示；変形倍率： 倍）
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 58 

１）上部

２）下部

図２．３．３－１０ μ＝ の場合 全体変位（単位＝ｍｍ）：局部出力

（変形後表示；変形倍率： 倍） 
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 59 

２．４ 三次元解析結果に基づく設計計算 
設計断面の選定

プラグの応力分布特徴については，最大主応力（プラスの値）の最大値，また最小主応力（マ

イナスの値）の最大値はプラグの最も薄い中央断面で生じ，各ケースの結果を表 に示す。

解析の結果，摩擦係数μ＝ （摩擦なしの状態に対応）の場合は最大・最小主応力がともに一

番大きかった。したがって，まず，設計断面 としてプラグの中央断面（厚さ ）を選定し，

摩擦係数μ＝ の場合の結果（図 ）を用いて設計計算を行う。

次に，応力集中が生じている設計断面 から ｍ離れた断面の応力分布に着目する。摩擦係

数μ＝ の場合の結果（図 ）によると，この位置の最大主応力・最小主応力はそれぞれ

， となっている。ここでは，この断面（厚さ ）を設計断面 とする。

各解析ケースの設計断面 の最大主応力・最小主応力を表 に示す。したがって，摩擦係

数μ＝ の場合の結果を用いて設計計算を行う。

表２．４．１－１ 最大・最小主応力の最大値一覧（「＋」＝引張）

摩擦係数 
最大値 

最大主応力 
（ＭＰａ） 

最小主応力 
（ＭＰａ） 

μ＝0.1 4.216 -9.175 

μ＝0.6 4.110 -9.088 

μ＝1.0 4.049 -9.037 

表２．４．１－２ 設計断面－２の最大・最小主応力一覧（「＋」＝引張）

摩擦係数 
最大主応力 
（ＭＰａ） 

最小主応力 
（ＭＰａ） 

μ＝0.1 3.472 -8.127 

μ＝0.6 3.327 -8.047 

μ＝1.0 3.246 -7.999 
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 60 

１）最大主応力

２）最小主応力

図 プラグの最大・最小主応力分布（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）

μ＝ の場合解析結果再掲

-9.175MPa 

設計断面

設計断面

-8.127MPa 

4.216MPa 

3.472MPa 
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 61 

プラグの設計計算

プラグの設計は，土木学会「コンクリート標準示方書【設計編】（ 年制定）」に基づいて，

性能照査型設計法により行う。ここでは，前出の表 に示す安全係数を用いて使用状態の設

計を行う。

設計計算は下記の通り行った。

Ⅰ）設計断面 について

１）断面力の算出 
表 に示すμ＝ の場合の引張応力度，圧縮応力度を用いて下記のように単位長さ（

ｍ）当たりの断面力，すなわち軸力 および曲げモーメント を算出した。

 
σ ＝ −

σ ＝

ここでは： σ ＝− （設計計算上，引張応力＝「－」）

σ ＝ （設計計算上，圧縮応力＝「＋」）

＝ × ×

＝ × × ×

よって： − ＝ × − ×

＝ × ×

上記の連立方程式を解くと，

＝ × ＝

＝ × ＝

２） 断面計算による配筋の決定

表 に示す単位幅（１ｍ）当たりの 断面計算を行う。

主鉄筋は引張側，圧縮側をすべて ＠ （材質 ）とした。

かぶりは とした。

計算の結果を表 に示す。

曲げひび割れに対する照査結果は下記の通りである。 
ひび割れ幅設計値ｗ１＝ ｍｍ＜ｗａ＝ ｍｍ（＝ × ｍｍ）

（ｗ１ ｗａ＝ ＜ ）

なお，曲げひび割れに関する照査の詳細は【付属資料】に参照されたい。

圧縮応力度に対する照査の結果は下記の通りである。

コンクリート圧縮応力度 全断面有効 σ ＝ ＜σ ａ＝ （＝ ’） 

（σ σ ＝ ＜ ）（ ’＝σ ＝ ）

ここで，σ ＝ ’の設定は，コンクリート標準示方書（ 年制定） 設計編：本編

章 使用性に関する照査“ 応力度の制限”に準拠して設定した。
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 62 

Ⅱ）設計断面 について

１）断面力の算出 
表 に示すμ＝ の場合の引張応力度，圧縮応力度を用いて下記のように単位長さ（

ｍ）当たりの断面力，すなわち軸力 および曲げモーメント を算出した。

 
σ ＝ −

σ ＝

ここでは： σ ＝− （設計計算上，引張応力＝「－」）

σ ＝ （設計計算上，圧縮応力＝「＋」）

＝ × ×

＝ × × ×

よって： − ＝ × − ×

＝ × ×

上記の連立方程式を解くと，

＝ × ＝

＝ × ＝

２） 断面計算による配筋の決定

表 に示す単位幅（１ｍ）当たりの 断面計算を行う。

主鉄筋は引張側，圧縮側をすべて ＠ （材質 ）とした。

かぶりは とした。

計算の結果を表 に示す。

曲げひび割れに対する照査結果は下記の通りである。 
ひび割れ幅設計値ｗ１＝ ｍｍ＜ｗａ＝ ｍｍ（＝ × ｍｍ）

（ｗ１ ｗａ＝ ＜ ）

なお，曲げひび割れに関する照査の詳細は【付属資料】に参照されたい。

圧縮応力度に対する照査の結果は下記の通りである。

コンクリート圧縮応力度 全断面有効 σ ＝ ＜σ ａ＝ （＝ ’） 

（σ σ ＝ ＜ ）（ ’＝σ ＝ ）

ここで，σ ＝ ’の設定は，コンクリート標準示方書（ 年制定） 設計編：本編

章 使用性に関する照査“ 応力度の制限”に準拠して設定した。
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 63 

表２．４．２－１ 設計断面－１のＲＣ断面計算の入力条件

表２．４．２－２ 設計断面－１の使用限界に対する照査結果
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 64 

表２．４．２－３ 設計断面－２のＲＣ断面計算の入力条件

表２．４．２－４ 設計断面－２の使用限界に対する照査結果
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 65 

【付属資料】曲げひび割れ照査について

コンクリート標準示方書（ 年制定）に準拠して，曲げひび割れの照査を以下のように行う。

曲げひび割れ幅の計算

以下に示す示方書 設計編：標準 編“ 曲げひび割れ幅の設計応答値の算定”（ ）式で

計算する。

  






















 '

321 7.041.1 csd
p

pe

s

se
s EE

cckkkw 


 または

ここに，

ｋ ： 鋼材の付着性状の影響を表す係数で，一般に，異形鉄筋の場合に ，普通丸鋼の場合

としてよい

ｋ ： コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す定数で，次の式による。

7.0
20

15
'2 



cf

k

ｋ ： 引張鋼材の影響を表す係数で，引張鋼材段数ｎを使用して以下の式により計算する。

87
)2(5

3 



n
nk

ｃ ： かぶり

： 鋼材の中心間隔

φ ： 鋼材径

ε' ： コンクリートの収縮およびクリープ等によるひび割れ幅の増加を考慮するための数値で，

標準的な値として同標準示方書表 に示す値としてよい。

σ ： 鉄筋応力度の増加量（ ）

σ ： 鋼材応力度の増加量（ ）

： 鉄筋のヤング係数

鉄筋応力度の増加量

以下の仮定に基づいて，コンクリートおよび鉄筋の応力度を計算する。

①維ひずみは，断面の中立軸からの距離に比例する。

②コンクリートおよび鉄筋は弾性体とする。

③コンクリートの引張応力は無視する。

④コンクリートおよび鉄筋のヤング係数は，入力値を用いる。

⑤軸方向力はコンクリート断面の図心に作用する。

⑥コンクリート断面は鉄筋を控除しない総断面を用いる。

許容曲げひび割れ幅

コンクリート標準示方書（ 年制定） 設計編：標準 編“ ひび割れ幅に対する照査”

に準拠して，許容ひび割れ幅 ＝ ｃ（ｃはかぶり）とした。
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Ⅲ．マンホール設計計算書および設計図 
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(a) プラグコンクリート支強度の検討
  プラグコンクリート支圧強度の検討は、「コンクリート標準示方書」[設計編]に基づき
終局限界状態および疲労限界状態について照査する。
  使用するコンクリートの安全係数を表4.3.2-12に示す。

① 支圧応力の算出

π
4 x
π L
4

x
L

ここに、
： 運用上限圧力 ＝ MPa
： 内径 ＝ ㎜
： 内筒板厚 ＝ ㎜
： 伝達板外径 ＝ ㎜
： 伝達板位置 ＝ ( L＝ ㎜ ， x＝ ㎜ )

② 終局限界状態の検討

　設計支圧強度 fad は、設計基準強度 fck 、設計圧縮強度 fcd と以下の関係にある。

fad ＝ fcd ＝ fck /  ＝ fck / γｃ ・・・(4.3.2-18)
＝ MPa

ここに、
： 設計基準強度 ＝ 60

　照査は以下の評価式により行う。

＝ 25.32 MPa ･･･(4.3.2-17)

5.1

＋ ) (1- P ・ γf

0.85･

x/L 0.5

P

25

{Do
2
-(D+2･t)

2
}

950

fad
γb

γi･γa･σa

D
t

Do

46.15

＝ 0.89 ≦ 1.0

1.0 1.1

γf

また、プラグコンクリートの内部圧縮応力も考慮する。プラグ内部の圧縮応力は再内面で内圧に等しく、埋設部終
端でゼロになると考え、その中間部では線形分布と仮定して下記により計算する。

(D+2･t)
2
・P・γｆ

800

{Do
2
-(D+2･t)}

1.3終局限界状態
疲労限界状態 1.3

表4.3.2-12 コンクリートの安全係数
材料係数

γｃ
部材係数

γb
荷重係数

γｆ

構造物係数
γi

構造解析係数
γa

＝σa

＝

 fck 

(D+2･t)
2

750

1.1
1.0

+P (1- ) ・

1.15
1.0

1.0

　支圧応力σaは、ふた板の受ける内圧の合計を伝達板の面積で割り、伝達板の平均応力で評価する。

1.2

1,500

MPa

・・・(4.3.2-19)

- 185 -

JAEA-Technology 2014-040



 (b)　伝達板の強度検討

　②断面 B では　上記モーメントMq と、Lh 部と Lb　での剛性の違いにより生じる内圧 P によるモーメント Mp の、

両者による曲げ応力と、内圧 P により内筒に発生する引張応力とを重畳させた軸方向応力を検討する。

　①断面 A では、伝達板の受けるコンクリート支圧荷重 q により発生するモーメント　Mq による曲げ応力と、コンク
リート支圧荷重 q によるせん断応力を検討する。

　③断面 C では、上記モーメント Mq と Mp が、距離 Lb　で減衰した時の両者による曲げ応力と、内圧 P により内

筒に発生する引張応力とを重畳させた軸方向応力を検討する。

（ここに σa は JIS B8265 に規定する許容引張応力）

　　応力評価に用いる許容応力は、JIS B8265 「 4.3 材料の許容応力 」 を参照し、曲げ応力及びそれを含む軸方
向応力に対して、1.5σa　、せん断応力に対して、0.8σa とする。
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　① 断面 A ： 曲げ応力およびせん断応力の検討
　　ⅰ)曲げ応力

　伝達板の曲げ応力は、内圧 P がある時、
右図のように伝達板に加わる分布荷重を q 
として、周辺自由、内縁位置で拘束された円盤
でモデル化し、理論式から内縁の応力σAb

として求める。

π
4

π
4

ここに、
： 運用上限圧力 ＝ MPa
： 内筒外径 ＝ ㎜
： 伝達板根元径 ＝ ㎜
： 伝達板外径 ＝ ㎜

1 b 2

2 a

b a b 2

a b a

1 b 4 b 2 a
4 a a b

ここに、
＝ ＝ ㎜
＝ ＝ ㎜
： ポアソン比 ＝
： 伝達板根元の板幅 ＝ ㎜

Ｃ8 ＝

1＋νＣ9

 ･ 1＋ν＋(1－ν)･

2
･ln

Mq ＝ 27,204

1－ 1－ － 1 ＋ (1 ＋ ν ） ･ ln

＝ 0.0052

・・・(4.3.2-26)

・・・(4.3.2-24)

1－ν
4

20.471 N/㎜
2

Da
2 
･P

Do
2
－Da

2

0.0959

850

950

＝

 ･

P
Da

Db

＝

5.1

･Da
2 
･P

Do
2
－Da

2
＝

σAb

850

＝

 ･

q

＋

L17

＝

･( a
2
－b

2
 )－L17

Do

＝

＝
q･a

2

Ｃ8
 ･

Ｃ9

2･a･b

Mq ･
6

Lh
2

ν

0.9302

＝  ･  ･

＝  ･ 1－ν
4

・・・(4.3.2-25)

Lh

0.3
30

181.4 N/㎜
2

a
b

Do/2 475
Db/2

・・・(4.3.2-27)

N-㎜

425

＝1－

･

q

a 
(=

D
o
/
2
)

b
 (
=
D

b
/
2
)
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　　ⅱ）せん断応力
せん断応力は、伝達板の受ける荷重を伝達板根元の断面積で割り、下式で求める。

π
4

　　ⅲ）応力評価
　　算出応力を以下のように評価する。

： ＝ N/㎜
2

≦ ＝ N/㎜
2

せん断応力 ： τA ＝ N/㎜
2

≦ ＝ N/㎜
2

ここに σa は JIS B8265 に規定する許容引張応力である。

　② 断面 B ： 軸方向応力の検討
　　ⅰ）剛性の違いにより生じる内圧 P によるモーメント Mp 

　図4.3.2-28 の Lh 部の板厚として、その平均板厚をとり to とする。
　この to と th の違いにより断面Bに以下のモーメント Mp が生じる。

4

D
2

ここに、
： 伝達板根元の板厚 ＝ ㎜
： 伝達板の平均板厚 ＝ ㎜
＝ ＝

　ⅱ）曲げ応力
　上記 Mp と（4.3.2-26） 式による Mq は、伝達板の中で打ち消し合う箇所と重畳する箇所が
存在するが、ここでは重畳する箇所で検討を進める。
　断面Bでは Mq が半分になることも考慮して曲げ応力は下式で求まる。

Mq
2

　ⅲ）引張応力
　　断面Bに発生する引張応力は、下式で求まる。

π
4

π
4

　ⅳ）応力評価
　　算出応力を以下のように評価する。

＋ ＝ N/㎜
2

≦ ＝ N/㎜
2

ここに σa はJIS B8265 に規定する許容引張応力である。

80.00

( Do
2
－Db

2 
)

4･Db･Lh
＝

･( Do
2
－Db

2 
) ･q

π･Db･Lh
＝

曲げ応力

Mp ＝

τA

－

k1 ＝

＝
･( Db

2 
－ D

2 
)

＝σBt

tb / to

(Db
2 
－ D

2
)

σB b

＝σB b

･D
2
･P

tb
2
 / 6

＋ Mp
＝

・・・(4.3.2-32)
D

2
･P

N/㎜
239.6

＝ 36.1 N/㎜
2 ・・・(4.3.2-28)･q

σAb 181.4 1.5･σa

・・・(4.3.2-29)
1＋α

4
＋2･(α

3
/2＋α

2
＋α

5/2
)

1－α－α
2
＋α

3

＝ -5,147

・・・(4.3.2-30)

183

36.1 0.8･σa 97.6

30

0.011734

tb

・

to

α

N-㎜/㎜

125.0 N/㎜
2 ・・・(4.3.2-31)

0.375000

183

＝

1.5･σa

＝

σB t 164.6

tb

・

3･(1－ν
2
)

P

2･k1
2
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　(c)　気密材取付ハブの強度検討

　　① 気密材からの引張荷重による応力

ri
2

r
2

ri
2

r
2

ここに、
σo ： 気密材の応力 ＝ N/㎜

2

to ： ＝ ㎜
tp ： 気密材取付ハブ根元部の板厚 ＝ ㎜
r ＝ ＝ ㎜
ro ＝ ＝ ㎜
ri ＝ ＝ ㎜

　　② 内圧による応力

の応力は内圧のかかる厚肉円筒として、下式で求める。

ro
2

r
2

ro
2

r
2

ここに、
： 運用上限圧力 ＝ MPa

　　③ 応力の組合せと許容応力
　　ハブ根元部に生じる応力を以下のように評価する。

径方向 ： ＝ N/㎜
2

≦ σa ＝ N/㎜
2

周方向 ： ＝ N/㎜
2

≦ σa ＝ N/㎜
2

　　ここに σa　はJIS B　8201に規定する許容引張応力である。

＝

・

)

径方向
tp

径方向 σr2 ＝

σr1 ＝

周方向 σθ1 ・
ro

2

tp

気密材取付ハブの外径での板厚

周方向 σθ2
(ro

2
 － ri

2
)

(ro
2
 － ri

2
)

122

N/㎜
2

＝ p ･
ri

2

･ ( 1＋ ) ＝

N/㎜
2 ・・・(4.3.2-39)

475

18.52

160

700Do/2
D/2 400

Db/2

(ro
2
 － ri

2
)

p ･

σo･to

＝

ro
2

σo･to

ri
2

)

＝ -2.90･ ( 1－

122

　気密材取付ハブに対する荷重は、気密材からの引張荷重と、気密材取付ハブ内径に加わる内圧がある。伝
達板で検討したふた板の受ける内圧の、気密材取付ハブでの分担は、これまでの研究　(例えば平成 13 年度
都市ガスの岩盤貯蔵技術調査事業報告書 3.7.5 章）　で、その殆どを伝達板が担い、気密材取付ハブでは考
慮不要であることが明らかとなっている。

　気密材に発生する応力は最大内圧時、降伏応力を超える。　ここでは安全側に、気密材に発生する応力 σ
oを、気密材材料の規格引張強さの最小値として検討する。

　この荷重に対するハブ根元部 ( r ＝ Db /2 ) の応力は外圧（＝ - σo ) のかかる厚肉円筒として、下式で求
める。

･ ( 1－ ＝ 18.52
(ro

2
 － ri

2
)

・・・(4.3.2-37)

・・・(4.3.2-38)

490
14

･ ( 1＋ )

・・・(4.3.2-40)

108.81 N/㎜
2

7.84 N/㎜
2

　ハブの内径 Di に内圧Pが加わった時のハブ根元部 (r ＝ Db /2)

P 5.1

max (│σr1│,│σr2│,│σr1＋σr2│)

σθ1＋σθ2 116.65
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　（３）検討結果

　　(a) プラグコンクリート支圧強度の検討結果

　　検討結果を表4.3.2-13に示す。

　　終局限界状態および疲労限界状態における評価式の値はいずれも1.0以下であり、

検討した構造寸法で問題ない。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

22

fck

fcd

MPa

MPa

46.15

25.32

5

MPa

950

25

800

10,000N

γc

γb

γa

γf

γi

MPa

終局限
界状態

コンクリートの
安全係数

D

t

Do

x/L

内 径

部材係数

構造解析係数

0.5設
計
条
件

46.15

60

1.2

1.1

MPa

計
算
及
び
評
価

1.15

1.3

1.0

σa

fad

(∴OK)

評価式　(4.3.2-19)式

終局限
界状態 0.89 ≦ 1.0

㎜

㎜

㎜

MPa

伝達板外径

表4.3.2-13 プラグコンクリート支圧強度の検討結果

5Pu

P1

23

支圧応力　(4.3.2-17)式

設計基準強度

設計圧縮強度 

設計支圧強度

運用上限圧力

運用下限圧力

圧力変動繰返し数

内筒板厚

伝達板位置

材料係数

構造係数

コンクリートの
設計強度

荷重係数
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(b) 伝達板の強度検討結果

① 断面 A ： 曲げ応力およびせん断応力の検討結果
　検討結果を表4.3.2-14に示す。計算応力は許容応力以下で問題ない。

1

2 0 ～ 40

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

19 OK

20 OK

5.1

σa N/㎜2

P1

表4.3.2-14 断面 A ： 伝達板の強度検討結果

950

850

㎜ 30

800

　「4.3.2 2)マンホールの設計(2) (b)伝達板の強度検討」に示すように伝達板の強度検討は下
記3断面A,B,Cに対して行う。

P

0.0052

Mq N-㎜ 27,204

㎜

0.9302

㎜

850

㎜

0.0959

設
計
条
件

計
 

算

tb

C9

D

t

181.4N/㎜
2

L17

Da

Do

Lh

Db

評
価

σA b

N/㎜
2τA

q N/㎜
2

36.1

20.471
C8

使用材料名

℃

JIS G3202 SFVC2A

MPa

τA= 36.1≦0.8･σa=97.6

伝達板根元径

伝達板根元(断面A)の板幅

伝達板根元(断面B)の板厚

㎜

122

㎜ 30

㎜ 25

設計温度における材料の許容引張応力

内 径

内筒板厚

内筒外径

モーメント計算係数 (4.3.2-27)式

設計圧力

設計温度

伝達板外径

分布荷重 (4.3.2-24式)

モーメント計算係数 (4.3.2-27)式

モーメント計算係数 (4.3.2-27)式

曲げモーメント (4.3.2-26)式

伝達板根元に発生する曲げ応力
(4.3.2-25)式

17

18
伝達板根元に発生するせん断応力

(4.3.2-28)式

内伝達板根元に発生する曲げ応力

伝達板根元に発生するせん断応力
σAb= 181.4≦1.5･σa=183
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② 断面 B ： 軸方向応力の検討結果
 検討結果を表4.3.2-15に示す。計算応力は許容応力以下であり問題ない。

1
2
3
4
5

（ｃ） 気密材取付ハブの強度検討結果

 

1
2 0 ～ 40
3
4

5
6
7
8
9
10

11

13

14

15 max (│σr1│,│σr2│,│σr1+σr2│) ＝18.52≦σa＝122

16 σθ1＋σθ2 ＝116.65≦σa＝122

N-㎜/㎜
N-㎜/㎜

N/㎜
26

8

断面Bの表面に発生する曲げ応力
(4.3.2-31)式

OK

σB t N/㎜
2

表4.3.2-17 気密材取付ハブの強度検討結果

1,400

計
 

算

0.011734
0.375

計算係数k1 (4.3.2-30)式

-5,147
18,749

7

125.0

断面Bでの軸方向応力　σB b＋σB t

断面Bに発生する引張応力
(4.3.2-32)式

39.6

P

σθ1

㎜

5.1

 検討結果を表4.3.2-17に示す。いずれの計算応力もそれぞれ許容応力以下であり検討した
構造寸法で問題ない。

Do

℃

800
σo N/㎜

2 490
D ㎜

122σa N/㎜
2

JIS G3202 SFVC2A

σB b

164.6≦1.5･σa＝183

JIS B8265での許容引張応力
使用材料名

MPa

気密材取付ハブ根元部の径
気密材取付ハブの外径での板厚

7.84

Db

σr2

108.81

160

N/㎜
2

評
価

設
計
条
件

計
 

算

設計圧力
設計温度

to
tp

周方向に発生する応力

σθ2 N/㎜
2周方向 (4.3.2.-40)式

-2.90

径方向に発生する応力

950
㎜

σr1 N/㎜
2

14

18.52
㎜

㎜

気密材取付ハブ根元部の板厚

表 4.3.2-15 断面B ： 伝達板の強度検討結果

評
価

気密材の応力
気密材取付ハブの内径
気密材取付ハブの外径

断面定数　tb
2
 /6

モーメント  　│Mq / 2 │＋│Mp │
モーメント Mp (4.3.2-29)式

計算係数　α

150.0㎜
3
/㎜

①

②

気密材から
の引張荷重
による応力

内圧による
応 力

12

径方向 (4.3.2.-37)式

周方向 (4.3.2.-38)式

径方向 (4.3.2.-39)式 N/㎜
2
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(d) 内筒の強度検討結果

　検討結果を表4.3.2-18に示す。

1 10 ① 1.2･P

2 11 ② 2･σa･η

3 12 ③ ②-①

5 14 t = ④/③

7 16

8

9

η （Ｂ-1）

実際の購入板厚は曲げしろ 2㎜を
加え、27㎜とする。

㎜

円筒胴の胴板

㎜

㎜ 1.0

1.00

P

胴の内径

25

4,080

Di ㎜ 800

17.2

18.2

MPa

℃

5.1

0～40

σa

　内筒の一部はコンクリート(プラグ)に覆われ、内圧の一部はコンクリートに伝達されてコンクリートで受け持た
れるため、内筒としては荷重分担が減り、発生応力は小さくなるが、ここでは荷重条件ぼ厳しいコンクリートに
覆われていない部分を対象とした。

設計圧力

設計温度

JIS B8265 付属書 E ：  t ＝ P･Di / (2･σa･η－1.2･P)

内圧、　P＜0.385･σa･η

6.12

244.00
計
 

算

JIS G3103 SB480

設
計
条
件

表4.3.2-18 内筒の強度検討

使用材料名
設計温度

における材料の
許容引張応力

4

使用厚さ

④ P･Di

237.88

溶接継手の種類

6
放射線透過
試験の割合

溶接継手の効率

15100%
最小厚さ

＋腐れしろ

13N/㎜
2 122

突合せ両側溶接

腐れしろ
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(e) フランジの強度検討結果
　表4.3.2-19にボルト荷重の計算、表4.3.2-20にフランジに発生する応力の検討結果を示す。
　応力検討結果はいずれの応力も許容応力以内であり、検討したフランジ寸法で問題ない。

1
2

3 13
14
15

16
6 17
7 18

9 20

11 ハブの長さ 22
形状 単位：㎜ (腐れ後)

A = 24

C =
hG= G =

26
N = 25 27

28

g1 = B =

30
31
32
33 ① H＋Hp

Wm1

35 ②π･b1･G･y

go = 37 Am1＝Wm1/σb

38 Am2＝Wm2/σa

n： ボルト本数 = 24 本 39 Am＝max(Am1, Am2)

d： ボルト呼び径 =

42 R = (C-B)/2 - g1

50

52 使用状態における全モーメント Mo＝MD＋MG＋MT

53 ガスケット締付時における全モーメント Mg ＝Wg ･(C－G)/2

60

70

幅 N ㎜

＝max(①, Wm11)

H＝(π/4)･x･G2
･P

25

12 使用材料名
(ｽﾃﾝﾚｽ鋼)

ガスケット係数

Hp＝2･π･b1･G･m･P

70

95

表4.3.2-19 ボルト荷重の計算

45 MD＝HD･x･hD90

許容
引張
応力

b1

G

設
計
条
件

47 hG＝(C－G)/2
43 HD＝(π/4)･B

2
･P

770,849

8.91

㎜

設
計
条
件

フ
ラ
ン
ジ

bo

h

㎜C

24

JIS G4107 SNB-7

ガ
ス
ケ

ッ
ト

JIS G3103 SB480

4.5
12.5

㎜
㎜

120

120

N/㎜
2

160

160

1,040

42.587

N/㎜
2

㎜
本

41 4,742,588

770,849
4,015,329

1,735,670

25,096

4,015,329

36

34

使用
状態

230,718,564

60
モーメント(使用状態)

10,848

900

胴

25

温度

＝Wo

1,735,670

d
n

B

go

800

㎜

㎜ 115

σa

g1

使用材料名

許容引
張応力

25

使用材料名

21
最小設計
締付圧力

1,180

σfb

㎜

N/㎜
2 68.960

ボ
ル
ト

使用本数

25

1,180

σb

Ⅰ　Ⅱ

MPa

溝形　1a

渦巻形金属ガスケット

19 900

3.00㎜

㎜

5.1

1,040

3,244,480

m

y

N/㎜
2

常温

常温

ねじの谷底径

設計

5 常温 122σfa

122

N/㎜
2

N/㎜
2

使用材料名 座面の形状JIS G3202 SFVC2A

JIS B8265 付属書 G
設計圧力
設計圧力 ℃ 0～40

ボルト荷重の計算

P

温度

110to
㎜

㎜

外径
使用厚さ

10

8 内径

ハブ先端厚さ
フランジ背面
のハブの厚さ

フランジに
作用する
モーメント
の計算

ボルト
の所要
断面積

σnb

σna

許容
引張
応力

29
設計

to
 = 800

1
1
0

ｶﾞｽｹｯﾄ
締付時

N/㎜
2

1
1
5

h
 =

53,959,435

64,689,320

M48

ボ
ル
ト
荷
重
の
条
件

40

フランジの荷重(使用状態) モーメントアーム

680,940

46 HG＝Wo－H

331,981,166

Wm2＝max(②, Wm21)

25,096
ボルト総断面積

349,367,319

48 MG＝HG･x･hG

51 MT＝HT･x･hT

34,187
Ab＝(π/4)･d

2
･n ＞ Am

hT＝(R+g1+hG)/2
49 HT＝H－HD

2,563,540 44 hD＝R＋0.5･g1

㎜

温度

A

内圧、一体形フランジ

4 設計

ガスケット締付時ボルト荷重
Wg=(Am+Ab)/2xσa

ボルト中心円
の直径

区分

厚さ
座の基本幅
座の有効幅

23

ガスケット
荷重反力径
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1 ho ＝ √(B･go)

2 h/ho

3 g1/go

4 ハブ応力修正係数 f

5 一体形フランジの係数 F

6 K ＝ A/B

7 係数 T

8 係数 U

9 係数 Y

10 係数 Z

11 一体形フランジの係数 V

12 e ＝ F/ho

13 d ＝ (U/V)・ho・go
2

14 L ＝｛(to･e＋1)/T｝＋(to
3
/d)

15

ハブ軸方向応力

σHo＝f･Mo/(L･g1
2
･B1)

フランジの半径方向応力

σRo＝｛(1.33･to･e＋1)･Mo｝/(L･to
2
･B)

フランジの周方向応力

σTo＝(Y･Mo)/(to
2
･B)－Z･σRo

19  (σHo＋σRo)/2

20  (σHo＋σTo)/2

21

ハブ軸方向応力

σHg＝f･Mg/(L･g1
2
･B1)

フランジの半径方向応力

σRg＝｛(1.33･to･e＋1)･Mg｝/(L･to
2
･B)

フランジの周方向応力

σTg＝(Y･Mg)/(to
2
･B)－Z･σRg

25  (σHg＋σRg)/2

26  (σHg＋σTg)/2

ｶﾞｽｹｯﾄ
締付時

許容応力

応力の
検討

56.24

22

23

24

65.06

48.05

σFa＝1.5･σfa 又は2.5･σnaの小なる方

＜σfa =122

56.55 ＜σfa =122

47.41

＜σFa =183.0

＜σfa =122

使用
状態

3,849,175

1.26219

183

59.18 ＜σfb =122

18

16

50.56

183

＜σfb =122

59.51 ＜σfb =122

49.90

＜σfb =122

1.72156

5.67779

許容応力

5.16680

2.70122

0.13038

0.00525

σFb＝1.5･σfb 又は2.5･σnbの小なる方

1.47500

表4.3.2-20 フランジに発生する応力

17
応力の
検討

内圧、一体形フランジ 応力の検討

0.73461

0.74265

＜σFb =183.068.463

＜σfa

141.4214

0.81317

2.40000

JIS B8265 付属書 G

計
 

算

=122
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(f) ふた板の強度検討

 検討結果を表4.3.2-21に示す。

JIS B8265 付属書 K t ＝d･ (C･P/σa)

1 10 ① 1.9・Wm1・hG

2 11 ② P･d
3

3 ③

C＝0.3＋①/②

15 ⑥ 1.9･Wg･hG

ふた板全高さ 19 最小厚さ

21 使用厚さ

12

13

7㎜

20 最小厚さ＋腐れしろ

16

17

18

④ C･P/σa

ボルト荷重

腐れしろ 1.0

計
　
算

900

117㎜ 内、はめ込み凸部

N

㎜

モーメントアーム

使用状態での

ボルト荷重

ガスケット締付時の

Wm1

4,742,588

N

5.1

0～40

4,015,329

使
用
状
態

表4.3.2-21 ふた板の強度検討

d ㎜

hG ㎜

ガ
ス
ケ

ッ
ト
締
付
時

⑤ t＝d･√④14

0.4436

0.0146

㎜

㎜

⑦ σa･d

⑧　⑥/⑦

⑨ tn＝√⑧

109.74

110    

4,522

67.24

設
計
条
件

P MPa

℃

JIS G3204 SFVQ2B

σa N/㎜
2

Wg

70

3,717,900,000

534,038,742

108.74㎜

108.74

630,764,215

139,500

設計温度

設計圧力

胴のフランジにボルトで取り付けられる円形平板

5
荷重反力径

4
材料の許容引張応力

設計温度における

使用材料名

155

6

7

8

9

ガスケットの
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(4)ノズル

　マンホールの内筒にはガス受入・払出用や安全弁用、ドレイン用、計測用などいくつかのノズルが
取付けられ、外部配管あるいはバルブや計器に接続される。
　ここでは、その中で最も口径が大きいと予想されるガス受入・払出用ノズルについて検討する。

 (a)ガス受入・払出用ノズル
　ガス受入・払出管のサイズは「4.3.7 地上設備の設計」より 500A×1本となっている。
  内径 800㎜のマンホール内筒に 500A(外径 508㎜）の配管ノズルを設置すると、ノズルフランジ
がプラグの監査廊内壁と干渉し（下図参照）、またノズル補強も複雑となるため、ほぼ同じ断面積と
なる 350A（外径 355.6㎜）の配管ノズル 2本を用いることとする。
　ノズルは外部配管と取り合うノズルフランジ、エルボ、およびマンホール内筒に溶接される
ノズル管台から構成される。
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① ノズルフランジ

1 8
2 9
3 10
4 11

7 14 16 -

② エルボ
　ガス事業法「ガス工作物技術基準の解釈例」第40条に則って必要板厚を計算し、その結果から
JISB2312「配管用鋼製突合せ溶接式継手」で定める 90°エルボ（ショート）を選定する。

1 10
2 11
3 12

5 14

7 16

8

③ ノズル管台

JIS B2312「配管用鋼製突合せ溶接式継手」
で定める90E(S)呼び径 350A

スケジュール 160を選定9 腐れしろ

15

1.00

C ㎜ 1.0

② 2･f･η

X ㎜
P

4
設計温度における
材料の許容引張応力

13 ④ P･Do 

O ㎜ 605

　ガス事業法「ガス工作物技術基準の解釈例」第34条に則り、石油学会規格JPI-7S-15「石油
工業用フランジ」のフランジを選定する。

設
計
条
件

φ60㎜ (M56)

㎜ 527C

5.1

厚さ

f

呼び径
配管外径

Q

0～40
JIS G3103 SB480 ③ ②+①

平面座の径

フランジの

1,500

350A

B ㎜ 355.6

5

6

フランジ形式

12

13

フ
ラ
ン
ジ
寸
法

使用材料名

フランジの
クラス

6

外径と内径の比が1.5以下のもの
t ＝ P･Do / (2･f･η－0.8･P)＋C

4.08
240.00

設
計
条
件

P ① 0.8･P設計圧力

t = ④/③

㎜

㎜

244.08

1,814 

355.6
㎜ 527

133.4

H

設計圧力

MPa

N/㎜
2 120

℃

ボルト
中心円の径

ボルト穴

R

計
 

算

㎜使用厚さ 19.0 

最小厚さ
＋腐れしろ

㎜

　ガス事業法「ガス工作物技術基準解釈例」第31条に従い、ノズル設置のため耐圧部（内筒）
に設けた穴にはJIS B8265「圧力容器の構造-一般事項」付属書2で定める　強め材（ノズル管
台）による補強を行う。設計した管台の大きさが穴の補強に必要な断面積以上であることを以
下の表に示す。

100%

η

Do ㎜ 355.6

表4.3.2-22　ノズルフランジ

表4.3.2-18 内筒の強度検討
曲管部分の厚さ→直管の厚さ

JIS G3202 SFVC2A
突合せ溶接形

495

7.43 

8.43 

溶接継手の効率

突合せ両側溶接

設計温度
使用材料名

放射線透過
溶接継手の種類

試験の割合

管の内径

外径
ハブ先の径
ハブ元の径

設計温度
MPa 5.1
℃ 0～40
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1 19 α

11 29

18 37

A = d･tr･F + 2･tn･tr･F･(1-fr1)

管
 

台

JIS G3202 SFVC2A

表4.3.2-24　ノズル管台の計算

㎜

胴

JIS G3103 SB480

σa1

17.2tr ㎜

使用材料名

JIS B8265付属書 F ： 穴の補強に必要な断面積 胴板（内圧）

18

120

0～40

d ㎜ 286.2

16

te ㎜ 59.24補強高さ

h2

h3

34.7
厚さ

(腐れしろを除く)

122

t

㎜ 017

14

15

外径

㎜ 175.0

Dp

管台の高さ

℃

θ

F 1.0

4,909

設
計
条
件 0

㎜ 0

補強の

有効範囲

286.20

H1

b

b1

㎜
2

穴の径
(腐れしろを除く)

trn ㎜ 7.43 最小厚さ

設計温度における
許容引張応力

tn

σa2 N/㎜
2

㎜

0

㎜ 355.6 ㎜
2

Y

㎜
2

有効範囲

補強の

82.68

H2 86.75㎜

㎜
2 89.04

1.02
 (1以上の場合は1.0)

fr1 =
σa1

補強の
有効
範囲

σa2

22,224

2081.8

㎜
2 0.00

㎜
2 19,971

13 外径

424.0

h1 ㎜ 235.0

㎜

D

OK

計
 

算

㎜
2 0.00

㎜
2 0.00

145.99

㎜

㎜

㎜
2

⑤ ＞ ＝ Aの検討

30

㎜

溶接金属部の寸法

溶接金属部の寸法

当該断面が
長手軸となす角度

図により
得られる係数

a

a1

許容応力
比穴の補強
に有効な
断面積

25

26

27

28

33

34

35

31

内圧、外圧穴の補強（一体形-1）

3

2

腐れしろ ㎜ 1.0

㎜ 0

㎜

32

36

A1

A2

A3

①

⑤A1から④
の合計

④

③

②

12

4

5

6

7

9

20

補強有効
範囲の検討

必要面積

23

22

21

溶接金属部の寸法

溶接金属部の寸法N/㎜
2

24 A = d･tr

設
計
条
件

° 0

設計温度
における許容

引張応力

厚さ
(腐れ代を除く)

最小厚さ

使用材料名

管台の高さ

内側管台の高さ

設計温度

10

8
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ 1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン AsC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB    

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）




